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「ほっと戸塚」からお知らせ

横浜南クレサラネット 

2 月度の相談会 
8 日 １5 日  22 日 

午後６時から７時半 

会 場 社会福祉協議会 

   フレンズ戸塚 

問合せは「ほっと戸塚」へ 

…………………………… ……………………………

みんなで歌う会
2 月 11 日（土）

午後２時～3 時 30 分

ほっと戸塚にて 

会費 300 円。初参加大歓迎

「早春」をうたいましょう

税金相談会 
２月 17 日（金）午前 10 時 「ほっと戸塚」にて

医療費のかかった方、地震保険や生命保険を

かけた方、寄付された方などご相談ください。
 

防災初期消火・救命救急訓練
２月 4 日（土）午前 10 時 「ほっと戸塚」にて 

AED の使い方や心臓マッサージなど戸塚消防署署員 

が指導に来ます。 

野
田
佳
彦
首
相
は
、
消
費
税
増

税
と
社
会
保
障
切
り
捨
て
の

「
一
体
改
革
」
を
「
必
ず
や
り

き
る
」
た
め
に
、
国
会
議
員
の

「
定
数
削
減
」
を
実
現
す
る
と

述
べ
ま
し
た
。 

 

し
か
し
、
国
会
議
員
の
削
減

を
消
費
税
増
税
の
前
提
条
件
に

す
る
の
は
、
民
主
主
義
の
原
則

か
ら
も
絶
対
に
許
さ
れ
な
い
こ

と
で
す
。
な
ぜ
な
ら
国
会
の
議

席
は
国
民
の
も
の
で
あ 

り
、
政

治
家
の
私
物
で
は
な
い
か
ら
で

す
。
国
民
の
代
表
で
あ
る
国
会

議
員
を
減
ら
せ
ば
、
民
意
が
ま

す
ま
す
国
会
に
届
か
な
く
な
り

ま
す
。 

 

野
田
首
相
は
、
自
ら
「
身
を

切
る
」
と
の
理
屈
で
衆
院
比
例

８
０
議
席
を
削
減
す
る
と
い
い

ま
す
が
、
現
行
の
選
挙
制
度
で

も
っ
と
も
民
意
を
反
映
す
る
比

例
代
表
の
議
席
１
８
０
の
う
ち

の
８
０
議
席
を
削
れ
ば
、
大
政

党
が
ま
す
ま
す
有
利
に
な
り
ま

す
。
「
一
体
改
革
」
応
援
の
「
朝

日
」
で
さ
え
「
大
政
党
を
利
す

る
お
手
盛
り
」
（
19
日
付
）
と

指
摘
し
ま
す
。 

 

た
と
え
ば
、
２
０
０
５
年
の

総
選
挙
の
結
果
で
試
算
し
た
場

合
、
自
民
党
と
民
主
党
と
い
う

消
費
税
増
税
派
の
議
席
占
有
率

は
89
％
を
無
独
占
し
ま
す
。
同

じ
く
09
年
の
総
選
挙
結
果
で

は
、
民
主
党
と
自
民
党
が
92
％

の
議
席
を
独
占
し
ま
す
。
（
グ

ラ
フ
参
照
） 

 

消
費
税
増
税
派
の
民
主
党
と

自
民
党
が
９
割
の
議
席
を
独
占

す
れ
ば
、
増
税
反
対
の
世
論
は

完
全
に
封
殺
さ
れ
ま
す
。
野
田

首
相
は
増
税
法
案
を
通
し
た
う

え
で
「
国
民
に
信
を
問
う
」
と

し
て
い
ま
す
が
、
そ
の
と
き
に

は
増
税
反
対
の
声
が
締
め
出
さ

れ
て
、
国
民
に
「
痛
み
」
だ
け

が
押
し
つ
け
ら
れ
る
の
で
す
。 

 

「
身
を
切
る
」
と
い
う
の
な

ら
、
年
間
３
２
０
億
円
の
政
党

助
成
金
こ
そ
廃
止
す
る
べ
き
で

す
。
「
東
京
」
19
日
付
社
説
は

政
党
助
成
金
削
減
に
後
ろ
向
き

で
は
「
身
を
削
る
覚
悟
を
疑
わ

れ
て
も
仕
方
が
あ
る
ま
い
」
と

書
い
て
い
ま
す
。 

 

比
例
８
０
削
減 

増
税
派
議
席
９
割
に 

反
対
の
声
を
締
め
出
し 

………………………………………………………………………………………………

庶民増税 

なしで こうして社会保障の財源つくります 

●フランス 資本所得にかかわる社会保障関連諸税を 12.3%から 13.5%へ増税 ●イ
タリア 30 万ユーロを超える所得に 3%の所得税負課税 ●スペイン 70 万ユーロを
超える資産に 0.2～2.5%の富裕税 ●OECD 「富裕層に公平な比率の税を負担させ
るために、所得再配分における租税の役割を再検討すべき」と各国政府に提言。

大企業・大資産家への減
税を止める 

法人税減税やめて 年 1.2 兆円 
 証券優遇税制なくし年 0.5 兆円 

歳出のムダにメス(表参照）
 
富裕層と大企業は応分
の負担を 

  これまでの行過ぎた減税を見直し、欧
米で検討されている富裕層への課税
強化を検討する 

    

   所得に応じて負担する 
税制への改革 

  国民全体で社会保障の抜本的拡充の
ための財源を支える税制改革を行う

大金持ち増税は 

世界の流れです 


